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研究成果の概要（和文）：本研究は戦略と組織メンバーの行動の間のギャップの発生と解消メカ

ニズムを明らかにすることを試みたものである。本研究を通じて、戦略の言説にそのギャップ

の発生や解消のメカニズムが内在しており、その実践が大きな影響を及ぼすことが明らかにな

った。 
 
研究成果の概要（英文）： This study tries to figure out the mechanism of gap 
generation/resolution between strategic change and organizational members’ behavior. In 
this regard, strategic discourse has critical role in generation/resolution of the gap. Thus, 
the practice of strategy and discursive practice of strategy is the key to resolve the gap. 
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コース、戦略プロセス 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 本研究開始当初、経営環境の変化に対して
戦略転換の必要性が大きく取りざたされて
いる中、トップ・マネジメントの掲げる戦略
と、実際の組織メンバーとの間にギャップが
生じていることが問題となっていた (沼上, 
2007; Porter and Takeuchi, 2000; 三品 , 
2004)。 
 この点に対し、なぜこのような戦略と組織
メンバーの行動との間のギャップ（以下、ギ
ャップと略す）が生じるのかについて、理論

的基盤を持ちながら、現実の組織への調査を
行った研究はあまり実施されてきていなか
った。 
 これまでの研究展開において主にフォー
カスされていた点は、組織をマクロ的観点か
ら捉え、戦略転換の成否について規範的に解
明する取り組みが中心であった。 
 具体的には、戦略の策定と実行という二つ
のフェーズの観点から、いかに組織の抵抗を
なくしていくかというものがあり、これは戦
略論研究におけるメインストリームの研究
に見られるものである。一方、組織全体とし
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ての組織の慣性の発生が戦略転換の阻害要
因となることを指摘するものも存在し、これ
は戦略プロセス研究と呼ばれるものであっ
た。しかし、前者の研究だけでなく、後者の
研究についても、組織全体の変化という観点
から議論が展開されているため、結局のとこ
ろ組織の慣性の発生に対するインプリケー
ションは、阻害要因の除去という戦略と組織
という二分法へと議論を逆戻りさせるもの
に終始していた（宇田川, 2007）。 
 また、組織変革の研究においても、いかに
して組織メンバーに変革の必要性を危機感
の醸成を通じて行うか、という点にフォーカ
スするものが多く、この中にも、組織変革を
構想する者と、それを実行する者という二分
法的思考が内在していた。しかし、このよう
なアプローチとは異なる研究展開が 2000 年
代から徐々にヨーロッパの研究者を中心に
見られ、それらが「実践としての戦略
(strategy as practice)」というパースペクテ
ィブを形成しつつあった。 
 本研究を構想する上で、このパースペクテ
ィブの成果を参照しながら、いかにして日本
の組織に見られるこのギャップを克服する
新たな視点を示せるかが重要な課題である
と考えられた。 
 
２．研究の目的 
 

本研究の目的は、大きく以下の３点に集約
される。 
 
（１）ギャップ発生と解消の論理に関連する
既存研究の整理 
 
第一に、ギャップに言及している既存研究

への文献レビューを行い、既存研究における
到達点と課題点を明らかにすることを目的
とする。これは背景にあるとおり、既存の研
究に内在する二分法的視点が持つ問題点を
明らかにすることが重要であると考えられ
るからである。また、これを克服する新たな
視点を構想・探求する上で必要な論点の整理
を実施する必要がある。 
 
（２） 先進的な戦略論研究と既存のギャッ
プに関する研究との理論的接合 
  
 第二の目的は、欧州の研究者が展開してい
る「実践としての戦略」の研究との理論的接
合可能性を探る点にある。具体的には、（１）
と平行し、欧州の組織論・戦略論研究者を中
心に注目を集めている「実践としての戦略」
の諸研究に対し文献研究を行うことである。  
 この実践としての戦略は、組織メンバーの
ミクロの活動と組織全体（マクロ）行動との
間のリンケージに焦点を当てており、ギャッ

プに関して有効な示唆を与えうると考えら
れる。これまでの諸研究が組織をマクロ的な
視点のみから考察してきたのに対し、新たな
視点が示されるものと期待される。 
 
（３）ギャップ発生と解消の事例調査研究 
 

ここ数年以内に戦略転換を行っている組
織を対象として、ギャップの発生と解消のメ
カニズムを解明すべく事例調査研究を実施
することが第三の目的である。 

この調査からは、戦略が組織メンバーに受
容／拒絶されるギャップの発生／解消メカ
ニズムを明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 
 研究の方法として以下の３点を行った。 
（１） ギャップに関連した既存研究への文

献研究 
（２） 「実践としての戦略」に関する研究

とギャップに関する既存研究との関
係性の考察 

（３）戦略転換を行った組織への調査研究 
以下順に説明を加える。 
 
（１） ギャップに関連した既存研究への文

献研究 
 

同分野の関連する研究に対し、文献研究を
実施した。戦略論研究では、1980 年代以降
の戦略プロセスに関する研究が主に関連す
る研究であり、これらの研究の意義と限界に
ついて明らかにした。 

 
（２）「実践としての戦略」に関する研究と
ギャップに関する既存研究との関係性の考
察 
 

「実践としての戦略」に関する文献研究を
実施しながら、（１）で行う既存研究への考
察を踏まえ、両者の関係性について考察を深
める。 

同分野に関して、同分野の学会
(International Critical Management 
Studies Conference、及び、Academy of 
Management)への参加と学会報告の実施を通
じて海外研究者との交流を深め、先端的研究
を習得した。 
 なお、この（１）と（２）の成果について
は、宇田川(2009)、宇田川(2012)に成果とし
てまとめられている。 
 
（３）戦略転換を行った組織への調査研究 
 
 近年戦略転換を行っている組織を対象に
調査を行い、（１）と（２）の文献研究で構



 

 

築した概念の深耕と実証的検証を行った。調
査対象として、三重県内の病院組織への調査
を中心に実施した。なお、この研究成果は、
2011 年に行われた 7th International 
Critical Management Studies Conference に
て学会報告を行い公表した。 
 
４．研究成果 
 

本研究の計画段階において、以下の３点を
予想される成果として構想した。 
 
（１）ギャップに関する既存研究の限界と
新しい研究方向性の提示 

（２）新たな調査方法と研究パースペクテ

ィブの確立 

（３）ギャップ解消に向けた具体的示唆の

提示 

 
以下順に成果を述べる。 
 
（１）ギャップに関する既存研究の限界と
新しい研究方向性の提示 
 
 ギャップに対するこれまでの研究アプロ
ーチの限界は、経営戦略のメインストリー
ムの言説それ自体に内在していることが明
らかになった。すなわち、戦略を構想しそ
れを組織が実行するという一連の流れその
ものにあると考えられる。 
 この点について、宇田川(2009)では、こ
れまでの戦略プロセス研究を再検討し、批
判的マネジメント研究や実践としての戦略
研究へと繋がるアジェンダを示した。同研
究では、戦略プロセス研究、とりわけ
Burgelman(2002)に代表される組織の慣
性が戦略転換へ及ぼすネガティヴな影響に
対する研究を批判的マネジメント研究の観
点から再解釈を行った。 
 この再解釈を通じて、戦略的であること
それ自体が、むしろ、組織の慣性を助長し、
硬直化させる要因であることが明らかにな
った。 
 しかし、この批判的マネジメント研究の
立場からの解釈は、一方で、組織の中の人
間が一方的な抑圧の元に置かれていること
を想定しており、そこからの逸脱や変化を
説明することがむしろ難しくなってしまう。
つまり、旧来のメインストリームの議論に
内在する問題は明らかになったが、それが
どのように克服されうるのかについて、マ
クロ的ではないミクロ的な実践という観点
から、ギャップを以下に解消することが論
点として浮上するのである。 
 これに対して、実践としての戦略のパー

スペクティブは、批判的マネジメント研究
が明らかにした経営戦略の言説に内在する
問題を解消することを目指した研究である
ことが示された。そして、この思想の拠り
所として、ミシェル・ド・セルトーの思想
を示し、批判的マネジメント研究が主に依
拠するフーコーの思想（の解釈形式）とは
異なる実践の思想の論点を明示化した。 
 また、ここから「実践」という視点・思
想に対する考察をより深耕し、この研究成
果は宇田川(2012)にまとめられた。 
 同研究では、実践的転回(practice-turn)
は、現在社会科学や医療の領域においてま
でも見られる大きな思想的転換であること
を踏まえ、実践を基盤とした経営学研究の
あり方にまで経営戦略論研究の展開をもと
に考察を行った。 
 とりわけ、実践としての戦略のアジェン
ダを検討し、今後の展望について、ナラテ
ィヴとして組織の現実を構築するという視
点へのシフトの重要性を示した。ナラティ
ヴとして組織の現実を構築する上では、ナ
ラティヴ・アプローチの諸研究への考察が
必要である。同研究では、ナラティヴ・ア
プローチは、カイロスとしての時間概念に
基づいて現実を捉えることに基づいている。
これは客観的に時空間が存在するのではな
く、時空間が特定の観点から構成されてい
ると考える概念であり、こうした構成を創
り出すこと自体が、ナラティヴ・アプロー
チの目指すところである。戦略転換や組織
変革を行う上での論理は、それ自体がいか
なるカイロス（すなわち、語り）に基づい
ているのか、そのメタ的な視点に無頓着で
あれば、その内容に対する意味付けは、時
に組織メンバーに対してネガティヴなもの
となり、結果的にギャップが生じてしまう
であろう。従って、メタレベルのナラティ
ヴをどのように構成するかが、実践という
観点においては求められているのである。 
 
（２）新たな調査方法と研究パースペクテ
ィブの確立 
 
 実践としての戦略がフォーカスするのは、
組織のミクロの現象への強い関心である。
この点について、本研究機関を通じて
Johnson, Langley, Melin and 
Whittington(2007) に よ る ”Strategy as 
Practice: Research directions and 
resources”の翻訳を実施し、2012年 3月に
文眞堂より『実践としての戦略―新しいパ
ースペクティブの展開―』として出版され
た。ここから明らかになった点は、実際に
戦略が策定されたり、或いは、実行された
りする場面やそこから生じるユニークな帰
結を調査することである。同書は、実践と



 

 

してのアジェンダを示すだけでなく、背景
理論や具体的な研究方法にまで言及してい
る。 
 本研究では、三重県内の病院組織の戦略
転換に伴う目標管理制度の導入について調
査を実施した。そこから明らかになった点
は、批判的マネジメント研究で指摘される
ような、制度の導入による抑圧的側面だけ
でなく、むしろ、制度の導入によるポジテ
ィヴな側面がその組織固有に生じるという
点である。今後は追加の調査を実施すると
ともに、別組織への調査を実施し、より実
際の戦略の実践の場面における、これまで
の理論的想定とは異なる発見からの研究展
開を試みる。 
 

（３）ギャップ解消に向けた具体的示唆の

提示 

 
 本研究から明らかになった点をもとにす
ると、ギャップの発生や解消は、経営戦略の
内容よりもむしろその実践において生じる。
とりわけ、経営戦略を実践する上で、組織内
の政治的な対立を助長する言語の使用を避
け、より融和的な使用を試みることが求めら
れる。実際、調査した組織においても、新規
の制度の導入や変革の取り組みは、組織の問
題を解決するための取り組みというよりも、
むしろ、組織メンバーの能力や創意を補佐す
るものとして導入がなされている。ここから
も、制度それ自体の設計よりも、むしろ、そ
れがどのようなものとして組織内で語られ、
意味付けられていくのか、そして、その意味
付の内容がどのように組織メンバーにとっ
てポジティヴな意味を持ちうるのかがギャ
ップを縮小させる上で重要な視点であると
考えられる。 
 近年では、ナラティヴ・アプローチと総称
される、組織における語り・対話にフォーカ
スをした研究が新たに展開されている。今後、
組織内での語りや対話を促進する上で、臨床
心理などの分野で盛んに展開されているナ
ラティヴ・アプローチの研究の成果をどのよ
うに組織変革の研究へと応用することが可
能かについて、今後の研究が求められている。 
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